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Ⅰ．国際共同研究の内容（公開） 

 

１． 当初の研究計画に対する進捗状況 

(1)研究の主なスケジュール 

 

 

 

(2)プロジェクト開始時の構想からの変更点(該当する場合) 

 2020年 3月より、新型コロナウイルス感染拡大のため、タイへの渡航ができないことにより、現地調

査が必要なものについて、数か月計画期間を延長した。 

 また、第 2第 3のプロジェクト対象地域との調整が終了し、実際に調査に着手できるスケジュールが

明確になったため、必要な期間を延長した。 

 上記修正について、2020 年 7月の第 3回 JCC（Joint Coordination Committee）において合意した。 

 

２．プロジェクト成果の達成状況とインパクト（公開） 

 

(1) プロジェクト全体 

 

2020年度については、新型コロナウイルスの感染拡大により、日・タイ研究参加者の派遣又は受け入

れが実施できなかった。一方で、日・タイ研究参加者の情報共有並びに日本国内研究参加者の情報共有、

議論の場をオンラインで定期的に設定し、実施することで、研究を進めた。日・タイ双方の研究参加者

の会議参加が定着し、随時相談や共有ができる体制は継続できている。 

 日本国内においては、月 1回の研究題目実務リーダーとのオンライン会議、半年又は年 1回の全体会

研究題目・活動

0-1 地域社会の実態に関わる基礎調査の設計・実施

0-2災害リスクとの接点（意識、脆弱性、対応力等）の実態調査・分析

0-3発災時の従業員の状況・災害前後の雇用・生活変化の調査・分析

0-4地域社会に関わるステークホルダーの特定と分析

0-5他地域展開のための追加調査・分析（0-1～0-4）

0-6Area-BCMの中長期的運用に必要な社会学的指標の開発・共有

1-1基礎データ収集・評価

1-2対象エリアにおけるハザード予測手法開発・評価

1-3重要リスク要素のモニタリング・評価モデル構築

1-4リスクモニタリング・評価用Web-GISツールキット開発

1-5開発したツールキットの標準化

1-6モニタリング・評価手法及びツールキット研修方法開発

1-7上記（1-6）の関係者との共有

2-1ビジネスインパクト分析手法の体系化

2-2対象エリア内重要インフラリスク評価手法の開発

2-3対象エリア内の重要インフラの被害・復旧評価手法の開発

2-4対象エリア内外の事業間相互依存リスク評価方法の開発

2-5対象エリア全体のリスク評価手法の開発とマニュアル作成

2-6対象エリア全体のBIAの可視化とツールキットへの反映手法の開発

2-7BIA研修手法の開発と研修教材・指導マニュアル作成

2-8研修教材・指導マニュアルの関係者との共有

3-1Area-BCM運用体制の確立

3-1-1Area-BCM開発・導入・運営手法開発とマニュアル作成

3-1-2利害関係者の個別BCM連携によるArea-BCM設計概要作成

3-1-3Area-BCM開発手法の構築とマニュアル作成

3-1-4Area-BCM開発手法の標準化

3-1-5Area-BCM展開のための研修手法の開発と指導マニュアル作成

3-1-6Area-BCM展開のための持続的な研修コースの開発

3-1-7上記（3-1-6）の実施

3-2Area-BCMの普及・展開

3-2-1Area-BCM研修・演習ニーズ確認とステークホルダー特定

3-2-2日系企業をモデルにArea-BCM普及モデルの検討と普及計画とりまとめ

3-2-3Area-BCM研修・演習プログラムの定義と実行

3-2-4研修・演習プログラムの文書化と標準化

研究題目０　地域社会の実態調査

研究題目１　災害リスク解析・評価

研究題目２　ビジネスインパクト分析（BIA）

研究題目３　Area-BCM運営体制の確立・展開

2017 年度

(10ヶ月)

2018 年度 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度

(12ヶ月)

←0-1,0-4

←0-1,0-3

←0-1

←0-2

←研究題目1,2,3へ

←研究題目1 災害リスクの解析・評価へ

←研究題目2 ビジネスインパクト分析（BIAへ）へ

←研究題目3 Area-BCM運営体制の確立・展開へ
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議、日・タイ間においては、日本側運営メンバー及びタイ側研究題目実務リーダーとの 2週間に 1回の

オンライン会議を継続実施した。 

この体制のもと、2020年 7月に本プロジェクトに参加する日・タイの研究機関に加え、タイ政府関係

機関（防災防止軽減局（DDPM）、灌漑局（RID）、国家経済社会開発委員会（NESDB）、タイ工業団地運営公

社（IEAT）など）、工業団地運営会社などの出席のもと、第 3回 JCCを開催した。日・タイ研究参加者の

更新や、第二、第三のプロジェクトサイトの選定、PDM（Project Design Matrix）/PO(Plan of Operation)

の変更に加え、研究活動の進捗・今後の計画などについて合意した。 

各研究題目の進捗としては、第一のプロジェクトサイトのロジャナ工業団地に係るデータ取得、分析

を進めながら、ロジャナ工業団地における Area-BCMモデルを検討し、第二、第三のプロジェクトサイト

である、バンワ工業団地及びバンパイン工業団地に係るデータ取得が進捗している状況である。 

また、日本側研究機関が研究現地であるタイへ渡航し、現地調査ができないため、在タイのコンサル

タント企業を傭上し、オンラインの打ち合わせを重ね、現地での調査活動を実施するなどして活動を継

続している。 

例えば、Area-BCM導入前後の評価を実施するための現状把握のため、プロジェクトサイトはじめ 5つ

の工業団地での BCP/BCM に係る取組についてオンラインアンケートを実施し、タイにおける企業の

BCP/BCM の現状についてデータを取得・分析した。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大を受け、2020年 4月に JICAと共催で、「新型コロナウイルスによ

る製造業グローバルサプライチェーンへの影響と展望」をテーマにウエビナーを開催し、タイを中心と

した日系企業に対し、洪水だけでなく、Area-BCMの枠組みの感染症対応への適用などについて情報発信

をした。 

また、本プロジェクトのアウトプットの一つである国際標準化に向け、2021 年 2 月に、Area-BCM 国

際標準化に関する意見交換会をウエビナー形式にて開催し、日・タイ研究参加者以外の関係者との議論

を開始した。 

 タイにおいて、2020年 11 月に行われた Thai Network for Disaster Resilience (TNDR)の 15大学と

の MoU調印式及びイベントにおいて、タイ側研究者を中心に、ブース出展、プレゼンテーションによる

プロジェクトの PRを実施した。 

 今後のプロジェクトの PR 活動に活用するため、プロジェクトの進捗に伴い、バナーや新たなリーフ

レットを作成した。 

 チュラーロンコン大学への人的支援の構築としては、2020 年 11 月より、チュラーロンコン大学工学

部修士を卒業し、プロジェクトの活動に従事していた学生 1名を、名古屋工業大学後期博士課程に国費

留学生として受け入れた。 
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（上：2020 年 4 月 JICA ウエビナー「新型コロナウイルスによる製造業グローバルサプライチェーンへ

の影響と展望」 下：2020 年 11月 MoU Signing Ceremony of Thai Network for Disaster Resilience 

(TNDR)） 右：防災・減災分野の標準化 Area-BCMフレームワークの提案に向けて～グローバルサプラ

イチェーンと地域のレジリエンス～ 意見交換会【WEB開催】案内） 

 

 

（新たに作成したプロジェクト紹介リーフレット） 

 



【令和２年度実施報告書】【210531】 

- 4 - 

(2) 研究題目０：「地域社会の実態調査」 

（リーダー：チュラーロンコン大学人口学研究所 Vipan Prachuabmoh） 

下記内容は、PDM及び POにおける Output1から 3に係る Activityの(1-1)Collect information  

and define parameters on vulnerability and risk of industrial complexes as well as  

regional societies、 (2-1)Analyse affects of 2011 Great Flood on companies and employees,  

and define BIA and parameters in the selected industry complexes及び (3-1)Identify and  

analyse stakeholders involved in Area-BCM by collecting baseline information of regional  

societies of the selected industry complexesに係るものである。 

 

①研究題目０の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 

アユタヤ県における統計データ等を用いた各地区の社会脆弱性評価の結果、バンワ工業団地及び

バンパイン工業団地が立地しているバンパイン地区の社会脆弱性について、2011年の洪水後、災害

の影響を受けやすくなっている傾向があることがわかった。このことから、本プロジェクトの第二、

第三のプロジェクトサイトとして、上記 2つの工業団地を決定した。 

また、Consultants of Technology Co., Ltd. (COT)を傭上し、ロジャナ工業団地周辺の 4つのコ

ミュニティにて行った調査と同様の手法により、バンワ工業団地及びバンパイン工業団地の周辺コ

ミュニティ（アンフォー、タンボル、ムバン）の調査を実施した。 

対象地域は、ロジャナ工業団地周辺地域で行った調査と同様、２つの工業団地周辺 2km内であり、

具体的に行った調査は以下３点である。 

１）１２のタンボンのリーダーに対して質問紙及びインタビューによる災害対応能力に関する自

己評価調査を行うとともに、各タンボンにおける高齢者や移民労働者の居住地等社会的脆弱なグル

ープに関する社会及び位置情報を収集した。 

２）対象地域内に居住する工業団地入居企業に勤める従業員に対する質問紙調査（400×2 工業団

地周辺地域）を行い、転居、転職、解雇など 2011年の洪水による対象者の生活に対する影響を調査

した。 

３）対象地域内における寺院、学校、病院、警察署等の約 40の重要施設に対する質問紙及びフォ

ーカスグループインタビューを行い重要施設の立地の特定及び各施設における 2011 年の洪水の経

験及び影響を調査した。 

以上により、コミュニティ（タンボンレベル）における効果的な災害対応を行うために必要なハ

ード・ソフト対応能力の評価、社会的に脆弱なグループや避難所などの社会情報や位置情報、及び、

2011年の洪水に対する災害対応に関する情報、並びに、地域の災害経験や教訓を収集した。 
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タンボンレベルでのキャパシティ評価 

 

また、東京大学を中心に、過去の洪水被害による世帯レベルでの影響等を分析するため、ロジャ

ナ工業団地周辺コミュニティ等におけるパイロット世帯調査に着手した。対象地域における世帯に

ついて、洪水に関する過去の経験や備え及び今後の懸念点などについての情報収集を行なった。具

体的に、ロジャナ工業団地周辺（Khanham50世帯、Samuruean 51 世帯）と、バンコクのドンムアン

空港周辺（Ku Khot35世帯件、Annex35世帯、Phahoi Yothin Soi56世帯）を調査対象とし、地域内

に立地する世帯のうち、過去の洪水被害の状況やリスク要因、世帯概要を勘案し、アンケート調査

を実施した。回答者はその地域に 10年以上在住する世帯主もしくは家計を良く把握する世帯構成員

（未成年や十分な判断力・意識の無い人は除外）とし、調査員が個別に住居を訪問して対面式で聞

き取りを行った（集合住宅は除外）。住居の経度緯度、住民の居住年数、住宅事情、住宅の面積、家

族構成、職種、資産、防災意識、避難の認識度、経済状況、教育状況、貯蓄状況、年齢、過去の自然

災害の経験などについて全 227世帯から回答を得た。 

 

②研究題目０のカウンターパートへの技術移転の状況 

現時点では該当無し。 

 

③研究題目０の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

現時点では該当無し。 

 

④研究題目０の研究のねらい（参考） 

地域社会の実態調査であると同時に、地域レジリエンス強化のための Area-BCM全研究課題の土台

となるための研究。アウトプットとして、Area-BCMの中長期的運用に必要な社会脆弱性指標の開発・

共有を行う。より統合的・長期的な観点から他の研究題目を地域社会に持続可能な形で有機的に結

び付ける。 

 

⑤研究題目０の研究実施方法（参考） 

対象地域社会の実態について、基礎調査の設計・実施を行う。基礎調査では、当該地域における災 

害リスクとの接点（災害意識、脆弱性、対応力等）の実態調査・分析や、発災時の当該地域に立地 
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する企業の従業員の状況・災害前後の雇用・生活変化の調査・分析や地域社会に関わるステークホ 

ルダーの特定と分析を行う。これらデータを WebGIS 上にハザードデータ等と共に重ね合わせ、社 

会脆弱性を可視化する、また、他地域展開のための追加調査・分析を実施、Area-BCMの中長期的運   

用に必要な社会学的指標の開発・共有を行う。 

 

(3) 研究題目１：「災害リスク解析・評価」 

（リーダー：ICHARM 小池俊雄） 

下記内容は、PDM 及び PO における Output1 に係る Activity の(1-3)Collect and evaluate 

additional basic data and information on water disaster risks at industry complexes and 

basin area of target river in Thailand(Rojana I/P and others: selection criteria is defined 

with related organizations)及び(1-4)Develop forecasting framework for hazards with the 

above risks at the selected industry complexes.),(1-5)Building models to monitor and 

evaluate the critical risk elements identified by BIA (Business Impact analysis) at the 

selected industry complexesに係るものである。 

① 研究題目１の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 

  2020年度は現地に渡航して調査等を実施することができないため、ロジャナ工業団地モデルの

開発を優先的に進めた。工業団地モデルの最も重要なポイントは流域モデルとの接続であり、工業

団地モデルの解析領域に流入する河川流量および氾濫水を流域モデルの結果に基づいて如何に与え

るかである。下図のベクトル図が示すように流域モデルによって解析された洪水氾濫流は流向と流

量の情報を有しているが、本解析では、解析領域に対して直行する成分のみを流入流量として工業

団地モデルの全境界セル（40mグリッド）に与えることと。 

 

洪水氾濫流のベクトル図 

 下図は工業団地モデルによる 2011 年洪水の最大浸水深の解析結果である。現地では 2011 年の大

洪水を経験して工業団地の敷地を囲う洪水防壁が建設されているため、解析では影響評価を目的と

して洪水防壁が建設された仮定の解析も行った。ロジャナ工業団地周辺では、特に西側での浸水が

顕著であり、東側には浸水していない地域もあることが確認される。また、道路等の盛土されてい

解析領域 
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る箇所も浸水していないことが確認できる。さらに、図中の番号地点における浸水深のハイドログ

ラフを示した。2011 年洪水は 9 月から 11 月にかけて洪水氾濫が発生しているが、ロジャナ工業団

地周辺の最大浸水位は約 5ｍ程度とされている。例えば地点③の標高は 3.7ｍであり、ハイドログラ

フの浸水ピークは 1ｍ程度であることから、現地の浸水痕跡と概ね整合していると言える。また地

点①、②、③において洪水防壁の有無を比較すると、洪水防壁が存在することにより最大浸水深は

20㎝程度上昇しているが、それほど大きな違いでは無いことが確認できた。以上の通り、工業団地

モデルを開発し、解析結果の妥当性を確認することができたため、今後の複数の洪水シナリオに基

づいた水害リスク評価を実施することが可能となった。 

  

解析領域における最大浸水深 

（左：洪水防壁無、右：洪水防壁有） 

 

各地点における洪水氾濫流のハイドログラフ 

（灰色：洪水防壁無、青：洪水防壁有） 

 

②研究題目１のカウンターパートへの技術移転の状況 

チャオプラヤ川流域モデルは既にチュラーロンコン大学工学部と共有しており、タイに設置した

サーバで解析できることが確認できた。したがって、今後複数の洪水シナリオを相互に分担して解

析することが可能となった。ロジャナ工業団地モデルによる暫定的な結果もタイ側と共有し意見交

換しながら共に開発を進めている。特に洪水防壁の設定や工業団地内に降った降雨の排水などに関
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して現地の施策をモデルに反映している。 

 

③研究題目１の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

工業団地およびその周辺地域における地表面の標高や水路のサイズに関して精緻なデータを取得

するための現地調査を予定していたが、現地渡航が不可能なため現地データの取得が困難になった。

また氾濫水の広がりと道路の盛土の関係が現地就労者の通勤経路に影響するなど BIA と密接に関係

するため、実際の道路の標高を特定し 40m グリッドにスケールアップした際に均された値を修正す

る必要が生じた。これらについてコンサルタント傭上により得られる範囲で現地データを取得しつ

つ、モデル開発を優先的に進めることとした。現地調査が可能となれば、それにより得られた情報

によりモデルに反映し精度向上を図りたい。 

 

④研究題目１の研究のねらい（参考） 

 工業団地スケールの精緻な洪水氾濫解析モデルを開発することで、様々な洪水シナリオに対する

ビジネスインパクト評価や事業継続マネジメントに有用な洪水氾濫リスク情報を創出する手法を構

築する。 

 

 

⑤研究題目１の研究実施方法（参考） 

 流域スケールの洪水氾濫解析モデルの結果を工業団地スケールモデルに入力し工業団地周辺地域

における洪水氾濫を高解像度で分析する。また、長期的な水文データを用いた頻度解析に基づいて

様々な規模の洪水シナリオを想定する。 

 

(4) 研究題目２：「BIA」 

（リーダー：防災科学技術研究所 林春男） 

 下記活動は、PDM 及び PO における Output2 に係る Activity の(2-4)Develop a framework to 

evaluate water hazard risks (likelihood & impact) of the critical infrastructure 

(electricity, gas, water, telecom, traffic, etc.) that the Rojana and other industry 

complexes depend on. And develop an assessment framework for damage and recovery estimation 

of critical infrastructure services、(2-5)Develop an assessment framework for damage and 

recovery estimation of critical infrastructure services、(2-6)Develop a framework to assess 

water hazard risks with aspects of interdependencies among internal & external business 

partners in the Rojana and other selected industry complexes. And develop evaluation 

methods to interdependency risks. (supply chain risks)、及び(2-8)Develop a framework to 

visualize the results from BIA on water hazard risks on the Web-based GIS and apply them 

into the toolkit functionalitiesに係るものである。 

 

①研究題目２の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 

・重要インフラのリスク・被害・復旧評価 
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 当初計画ではタイ・ロジャナ工業団地において、電気・水道を供給している機関（ロジャナパワ

ー、ロジャナマネジメント、ロジャナエナジー等）にヒアリングを行い、水害時の運用ルールや停

電・断水等の判断基準について明らかにし、それに基づいてインフラリスク・被害・復旧評価手法

を開発する予定であったが、新型コロナウイルス感染症の流行によってタイへの渡航が不可能にな

った。そこで代替策として日本国内で用いられている既存の水害リスク評価手法（国土交通省「水

害リスク評価の手引き」等）を用いて、ロジャナ工業団地における重要インフラリスクの評価を行

う研究に着手した。 

・水害時における企業活動の相互依存関係の整理 

 昨年度までに実施したロジャナ工業団地入居企業における３回のヒアリング結果を整理し、水害

時における企業、従業員、雇用者、サプライヤー、代替生産拠点、インフラ施設、顧客、復旧工事事

業者、政府機関、工業団地事務所の相互関係を整理した。 

・想定水害におけるバス通勤従業員の出勤可能性分析ツールの開発 

 昨年度までにロジャナ工業団地入居企業から提供された、従業員のバスルートに関する電子地図

情報、および研究題目１で行われた浸水シミュレーションの結果を統合して、想定水害におけるバ

ス通勤従業員の出勤可能性分析ツールを開発した。本ツールはウェブベースの地理情報システム

（Web-based GIS）上に構築され、時々刻々変化する浸水状況に従って、通勤可能な職員数、その役

職、機能をグラフで表示し、交通寸断による事業影響を視覚的に分かりやすく表示するものである。 

 

（バス通勤従業員の出勤可能性分析ツール） 

 

②研究題目２のカウンターパートへの技術移転の状況 

 現時点では該当なし。 

 

③研究題目２の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

 現時点では該当なし。 
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④研究題目２の研究のねらい（参考） 

 タイ国産業集積地における Area-BCM構築の基礎となる水害時の BIA手法確立のため、a)BIA手 

法の体系化、b)重要インフラリスク評価手法の開発、c)重要インフラの被害・復旧評価手法の開発、

d)事業間相互依存リスク評価方法の開発、e)リスク評価手法の開発とマニュアル作成、f)BIA 可視

化とツールキットへの反映手法の開発、g)BIA研修手法の開発と研修教材・指導マニュアル作成、h)

研修教材・指導マニュアルの関係者との共有を行う。 

 

⑤研究題目２の研究実施方法（参考） 

 防災科学技術研究所が名古屋工業大学と協働で、災害リスクの産業活動への具体的なインパク 

トに関する調査を基に、既存の BIA 手法群の体系的な整理と評価を実施する。また研究項目０「地

域社会の実態調査」によって得られた成果を加え、本研究の BIA の枠組みの開発及び BIA に必要な

評価シート（地域社会への影響、重要インフラリスク被害評価、事業者間相互依存リスク評価など）

の開発を行う。これらの成果を可視化するとともに、ツールキットへ反映させ、BIA研修手法の開発

と研修教材・指導マニュアル作成、関係者との共有を行う。 

 

(5) 研究題目３：「Area-BCM運用体制の確立・展開」 

（リーダー：名古屋工業大学 渡辺研司） 

下記活動は、PDM 及び PO における Output３に係る、(3-4)Design Area-BCM that integrates 

individual BCPs from companies and organizations in the selected industry complexes and 

put it into development specifications for Area-BCM,(3-5)Develop a framework for 

development of Area-BCM coordinated with individual BCP and implemented in to the selected 

industry complexes. And document Area-BCM development manual through trial & error.及び

Output４に係る(4-3)Consider Area-BCM promotion approach based on Japanese companies as a 

model and document it as a promotion approach, (4-4)Define individual training and exercise 

program for Area-BCM and execute them に係るものである。 

①研究題目３の当初の計画（全体計画）に対する当該年度の成果の達成状況とインパクト 

 ロジャナ工業団地内の対象入居企業など利害関係者との連携拡充を図りながら、Area-BCMの研修

及び演習プログラムの設計と開発を開始した（研究活動 3-1-6）。具体的手法として、Area-BCMのた

めの情報共有プラットフォームのプロトタイプを各利害関係者が意思決定を行う際に利用する情報

源として想定し、各利害関係者を対象とした BCMワークショップを大和化成工業のタイ拠点（Daiwa 

Kasei（Thailand）Co.,Ltd (DAT)）と開催した。新型コロナウイルス感染症の影響で対面での実施

が困難であったため、オンライン会議ツールを活用して実施した。その結果をもとに、社内外の重

要業務継続における相互依存関係をより具体的な個別 BCM 連携のシナリオとして導出し、プロトタ

イプが具備するべき機能を検証し、想定リスク条件の設定など Area-BCMの研修・演習運用に向けた

設計及びその早期検証を始めた。さらなる設計と検証を進めるため、タイ国内の主に製造業関係の

企業に対し、災害等のリスクに対する計画や取り組みなどの備えや、災害経験を把握するためのベ

ースライン調査を実施した（研究活動 3-2-2）。実施の結果 151件の有効回答を取得し、Area-BCMの

研修・演習の対象範囲を整理した。その他、チュラーロンコン大学の防災プログラムである Risk and 
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Disaster Management (RDM)とも連携し、産官学様々な利害関係者を想定した Area-BCM研修・演習

の設計を進めるため、ロジャナ工業団地以外の他地域にも横展開できるプログラムとその実践コー

スの要件定義を行った（研究活動 3-2-3）。 

 

②研究題目３のカウンターパートへの技術移転の状況 

 現時点では該当なし。 

 

③研究題目３の当初計画では想定されていなかった新たな展開 

 新型コロナウイルス感染拡大の影響により、ステークホルダーが意思決定に必要とするデータや

情報のニーズ調査、ツールキットの機能要件を抽出するための対面でのワークショップ開催が困難

となった。そのため、対面でのワークショップの内容をオンラインで代替することを検討した。 

 

④研究題目３の研究のねらい（参考） 

 共通災害リスクに対して、産業集積地では個社の事業継続のための対応が個別最適になってお 

り、地域コミュニティを介した官民連携を考慮した全体最適として機能しておらず、このことが 

結果的に被害の甚大化や事業再開の遅れを招いている。この現状の課題に対し、研究題目０の地 

域社会の実態調査、研究題目 1の災害リスク解析・評価、研究題目２のビジネスインパクト分析 

で明らかにされる研究成果を統合して Area-BCMを開発・運用・展開することを本研究題目のねら 

いとしている。そのために必要な Area-BCMの運用コンセプト策定やステークホルダー分析、ニー 

ズからの機能要求の作成、機能を満たすための物理的要素の設計、統合した機能の振る舞いの検 

証と妥当性確認を行う。また、研究題目 3の取り組みの普遍的価値創出のため、これらの一連の 

プロセスを Area-BCM開発手法として体系化して国際標準化を目指すとともに、Area-BCMを広く 

展開するための研修・演習プログラムの設計と評価を行う。 

 

⑤研究題目３の研究実施方法（参考） 

 システムズエンジニアリングの手法を根本に据え、ステークホルダーとの共創により Area-BCM 

を開発・運用・展開するため、アクションリサーチを活用する。 

 

Ⅱ．今後のプロジェクトの進め方、および成果達成の見通し（公開） 

・全体 

新型コロナウイルス感染拡大によるタイへの渡航、タイからの研究者来訪に引き続き制限が発

生することが予想される。引き続き、オンラインによる日・タイ研究参加者の意思疎通、情報共有

及び議論の場の確実な設定と実施を継続する。 

また、新型コロナウイルス感染拡大による日・タイ間の渡航が再開されるまでは、必要な現地調  

  査をタイのコンサルタント企業の傭上等で進める。 

なお、2023 年の 3 工業団地へのツールキット及び Area-BCM 運用体制の実装に向けて、これまで

入手したデータの分析を進め、各研究題目の成果を統合し、第二、第三のプロジェクトサイトでの

Area-BCMモデルの構築やそれに備えた各工業団地でのワークショップを進める。 
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  2021年度については、2回のチュラーロンコン大学にけるステアリングコミッティーの開催によ

り、同学内の情報共有、認識共有を行う。また、5月下旬には、同大学において第 4回 JCCを開催

し、日・タイ研究参加者及び関係機関の一体感を持ったプロジェクト活動に必要な環境確保に努

める。 

  特に、タイ政府機関において、研究を共同で実施することになっている機関については、研究者

の派遣を通じ、タイ政府との連携の強化、政策への貢献を実施していく。また、第二、第三のプ

ロジェクトサイトについては、IEAT傘下の工業団地であり、この 2団地へのレジリエンス向上へ

の貢献を通じ、タイ全土で 50 程度の工業団地を傘下にもつ IEAT の理解を得て、プロジェクト成

果の社会実装を進めて行きたい。 

 

・研究題目０ 

  コロナ禍の影響で、フィールドワークを十分に実施することができず、進捗に多少遅れが生じて

いるが、次年度の外部組織への委託調査において、バンパイン県における二つの工業団地（バン

パイン・バンワ工業団地）周辺 2km コミュニティの調査を完了する。さらに、ロジャナ工業団地

周辺地域における調査結果を踏まえて、地域レジリエンス強化のためのコミュニティ調査及び社

会実装モデルの暫定版の作成を行う。具体的には、 

１） コミュニティ（Sub-District Level）における災害対応力の可視化、 

２） 社会的に脆弱なグループや地域コミュニティのリスク情報の収集・特定、 

３） 重要施設の位置情報の特定、 

４） コミュニティ及び重要施設における２０１１年洪水での経験の収集、さらには、 

５） 工業団地内企業及びターゲット地域における従業員及びその家族、生活者全体への洪水災害

による影響調査及びその調査・社会実装過程のモデル化である。 

以下ロジャナ工業団地周辺コミュニティ調査の調査過程、調査結果、今後の社会実装方針の概要で

ある。 

１）２）についてはコミュニティ、リーダー及び災害対応担当者に対する質問紙（災害対応能力自

己評価指標）をもとにしたインタビュー調査によって明らかにした。これによって、コミュニティ

における災害対応能力格差、さらには、人口密集地域、高齢者が多く居住する箇所、移民労働者が

集中して居住する場所、及び標高が特に低い場所等、社会的脆弱性及び災害リスクが高い箇所を明

らかにした。災害対応能力評価において、例えば、災害情報及び教育の項目にコミュニティ間に大

きなギャップがあり、特定のコミュニティにおいては、ハザードマップ、降雨情報、水位情報など

科学的情報の不足が明らかになり、本プロジェクトの貢献が期待される結果となっている。以上に

より、コミュニティが抱える課題が明らかになるとともに、コミュニティリーダーへの災害対応に

対する意識を高めることができる。またこの災害対応能力評価指標は、今後、定期的に実施するこ

とにより、災害対応能力の向上、課題の発見に役立てる計画である。 

 

３）については、コミュニティにおける重要施設（病院、寺院、警察、消防等）を調査し、65箇所

のうち、各施設のバランス、重要度による優先順位を検討し、25 か所の位置を選定、地図上に特

定した。２）の社会的脆弱性情報とともに、統計データが得られにくい地域コミュニティにおける
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詳細な社会的リスクの地図上の可視化を行うとともに、災害時、避難所ともなるコミュニティにと

って、優先的に守るべきと考えられる重要施設の位置を特定した。２）と３）の情報は、ハザード

リスク情報（シミュレーション等）と重なることにより、例えば高齢者に対するより安全なルート

でより安全な避難所への避難誘導など、地域の災害対応に寄与することになる。 

 

４）については、災害前、災害中、災害後の経験を収集した。これらの経験をまとめて地域にフィ

ードバックすることによって、地域におけるソフト的な財産として資する。さらには、これらの経

験をもとに災害シナリオ作成を行うことにより、コミュニティリーダーを中心とする災害対応能

力向上にむけたトレーニングのための基礎資料となる。 

 

５）については、会社における労働者の地域に居住する生活者としての視点及び地域住民全体の生

活の質への 2011 年洪水の影響に関する分析を行っている。暫定的な結果として、１）の調査との

接点では、窃盗などを恐れ、多くの住民が避難行動をなかなか起こさなかったことや、洪水による

経済的な影響、他県からの労働者が地域には戻らないなどの結果が示されているが、今後これらの

分析を深めていく予定である。分析結果は、地域コミュニティにおける地域特性を反映した実践的

な災害対策及び工業団地内企業に対する従業員に対する対応に資する。 

 

また、上記過程において、DDPM（防災局）及び対象コミュニティによる協力を確認するとともに社

会実装への準備を行う。 

以上により、本年度は、バンパイン県におけるコミュニティ調査を完了させるとともに、ロジャナ

工業団地周辺コミュニティにおいて行った研究（調査過程、調査結果、社会実装の手法、及び実践

活動）を汎用性のある地域レジリエンス強化のためのコミュニティ調査及び社会実装モデルの暫

定版を作成する。 

成果目標達成の見通しについては、コロナ禍による影響での進捗の遅れが予想されるものの、上記

は、確実に達成できる見込みである。 

  次に長期的な見通しについてであるが、上記により Item0 における研究項目の基礎部分は終了

し、社会実装へと軸足を移していく。そのうえで、他の項目との連携が重要となってくるととも

に、その連携の検討・実施において、プロジェクトが地域社会にとって持続可能な形になってい

るかを Item0の役割として適宜確認するとともに必要であれば助言・提案をする。 

Item1との連携においては、地図上で微細な洪水シミュレーションが作動することができて始めて、

リスク情報として、Item0の詳細な社会情報が有効に活用される。なおリスク指標の構築について

は、サブディストリクトにおける十分な社会統計データの収集が不可能であることが判明したた

め、上述のように、GIS 地図上で、災害リスクを可視化すること、また可視化した地図により、リ

スクマップを作成することで代替する。Item2との連携においては、持続可能性の観点から Item0

で収集した情報が BIA に有効に活用されることを確認する。Item３との連携においては、AREA-BCM

のプロトタイプ等、構築・進捗状況に応じて今後コミュニティリーダーに対する実証実験として

活用していく。 
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・研究題目１ 

  チャオプラヤ川全体の流域モデルとロジャナ工業団地の工業団地モデルを開発し精度を検証す

ることができたため、想定洪水シナリオの各リターンピリオドに応じた水災害リスクの評価を実

施する。また、ロジャナ工業団地以外のハイテック工業団地やバンパイン工業団地に対しても工

業団地スケールモデルを開発し、水災害リスクを評価することで BIA や BCM の想定水害情報とし

て活用する。これらに加えて、工業団地モデルの開発、水害対策の効果検証、想定洪水シナリオ

等に関する能力開発や学術的成果の論文投稿も行う。 

 

・研究題目２ 

  新型コロナウイルス感染症の流行によって、タイへ渡航できない状況が続く見通しであるため、

ロジャナ工業団地での重要インフラリスクに関するヒアリング調査を延期し、日本国内において

調査を行う。具体的には、ロジャナ工業団地の開発に関わった日本企業を訪問し、工業団地にお

ける重要インフラに関する情報（図面等）を入手し、既存の水害リスク評価手法を活用して、リ

スク・被害・復旧評価手法を開発する。このようにして得られる産業集積地における重要インフ

ラ施設の水害リスクおよびサプライヤー等の水害リスクを、今年度までに開発された「バス通勤

従業員の出勤可能性分析ツール」に導入し、それぞれの依存関係を踏まえた BIA 可視化ツールの

完成を目指す。今後もオンライン会議システムを活用して現地企業やタイ側研究者との連携を図

っていく。 

 

・研究題目３ 

  各 Item の研究成果生成に必要な機能群とそれらの繋がりや関係性を明確化することで、本課題

で実装するツールキットの機能設計と物理設計を進める。その過程において、各 Itemの研究成果

としてツールキットが提供し得るデータや情報を整理し、IEATや個社、地方行政などの Area-BCM

のステークホルダーから得た事業継続に係る機能要求とすり合わせることで、ツールキットが具

備すべき機能とツールキット利用のインプットとアウトプットの範囲を明確にする。また、機能

要求の詳細化や具体化、ユーザーインターフェースやユーザーエクスペリエンスの継続的な改良

のため、ツールキットのプロトタイピングを行い、ステークホルダーとのワークショップ開催を

通じてユーザーからのフィードバックを得る機会を設ける。ツールキットを用いたワークショッ

プにより、参加者は事業継続における経営資源や意思決定の内外依存関係の洗い出しを通して自

身の BCP の実効性評価や今後の BCP/BCM を検討することができる。Item3 ではそれぞれのステー

クホルダー間の相互依存関係を俯瞰的に把握することで Area-BCM のあり方とそのモデル構築に

繋げる。更に、ツールキットの要求仕様書と設計仕様書をシステムズエンジニアリングの方法論

を基軸に作成することで、研究成果の一般化と普及に貢献する。 

 

Ⅲ．国際共同研究実施上の課題とそれを克服するための工夫、教訓など（公開） 

タイにおいても、引き続き、新型コロナウイルス感染拡大への対応についての関心は高い。タ

イにおいては、感染症により、様々な活動が制限され、社会インフラが閉鎖された。これによ
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り、地域住民の生活や産業にどのような影響を与えたか、現在も与えているのかをプロジェクト

の中でデータを取得し分析を進める。洪水による影響と重なる部分や適用できる要素の抽出を試

みることで、Area-BCMのオールハザード対応などの検証に役立つと考えている。 

当分の間、タイへの渡航は制限される可能性があると考えており、オンラインツールの活用や

タイのコンサルタント傭上による日・タイ研究参加者及び関係機関の意思疎通、現地調査の実施

を進めて行く。 

研究のアウトプットの仕様について、これまで日本の経験をベースに議論を進めてきたが、残

り 2年でタイでの実情を踏まえて実装する最終版に向けて議論を進める必要があり、タイ側研究

参加者の更なる貢献が必要となる。 

  

（2）研究題目０：「地域社会の実態調査」 

（リーダー：チュラーロンコン大学人口学研究所 Vipan Prachuabmoh） 

  ・工学・理学系研究者による社会科学的研究は、研究者が受けてきた教育、訓練、及び人間関係

の環境に大きく影響されることから、基本的な発想が異なることが多く（工学・理学系研究者は

一般的に属組織的であるのに対して、人文・社会科学系研究者は属人的である傾向が強い。）、特

定分野での国際的なネットワークを豊富に持つ、相手国側の人文・社会科学者に対して、国際共

同が難しい傾向が見受けられることを留意し、対策をたてておく必要がある。 

 

（3）研究題目１：「災害リスク解析・評価」 

（リーダー：ICHARM 小池俊雄） 

・相手国側研究機関との共同研究の実施については、データ収集やサーバへのアーカイブ、現地

調査、モデル開発、シナリオ作成など、各タスクに応じて相手国研究機関と適切に協働・分担

している。特に現地渡航が困難な状況においては、データ収集等はタイ側研究機関にしかでき

ないため、モデル開発やシナリオ作成に必要なデータ要件等を密に共有している。一方で、共

著論文の投稿はもちろん、国際会議（AOGS）において科学技術セッションを共同主催するなど

学術的連携も図っている。 

・水害に対しては予測精度向上や気候変動影響の評価・適応など様々な課題に複合的に取り組む

必要があるため、それらの知見を統合した上で効果的な Area-BCMの策定等の社会便益に繋げる

必要がある。そのためにも関係機関が協力体制を築くガバナンス形成が求められる。 

 

(4) 研究題目２：「BIA」 

（リーダー：防災科学技術研究所 林春男） 

 

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、タイ国側のカウンターパートとの対面によるディスカッ

ションは実施できなかったが、ロジャナ工業団地の入居企業へのアンケート調査を共同で行うなど、

可能な範囲で連携を図ることはできた。 

・水害の BIAは双方にとって新しい取り組みであるとともに、参加している研究者の専門分野がそ 

れぞれ異なるため、連携に難しい面があるが、参加研究者が同じ企業をターゲットにした研究を 
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行うことにより、相補的な関係を築いていけるよう努力している。 

 

(5) 研究題目３：「Area-BCM 運用体制の確立・展開」 

（リーダー：名古屋工業大学 渡辺研司） 

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、事業継続の過程でステークホルダーが意思決定に必要と

するデータや情報のニーズ調査、ツールキットの機能要件を抽出するための対面でのワークショップ開

催が困難となった。一方で、オンライン会議サービスの充実とその認知や利用が一般に浸透してきたこ

とで、対面でのワークショップの内容をオンラインで代替、遠隔参加の利点を生かした多様なステーク

ホルダーを一堂に介しての実施など、新たな可能性も高まってきたと言える。そのために、対面で実施

するワークショップの各プロセスが果たす機能を洗い出し、それをオンラインで実行するための新しい

仕組みと物理設計を行う必要があり、すでに着手している。物理設計にあたっては要素技術やモジュー

ルを新たに開発する必要はなく、Zoom ビデオコミュニケーションの Zoom、Google の Jamboard や Miro

の miro など、既存サービスを組み合わせることで十分に可能である。新たに有用なサービスが利用開

始された際にはそれらを組み込めるようにオンラインワークショップを設計する必要がある。 

 上記のように、研究活動の手法を別の既存手法に変更するのではなく、不確実性の高い状況下で新

しい手法を共創するためには、相手国の研究者や関係者との継続的かつ密な議論が必要不可欠であ

る。そのためには、常日頃からのコミュニケーションを大切にし、互いの信頼関係を築くことが非常

に重要である。 

 

 

Ⅳ．社会実装（研究成果の社会還元）（公開） 

(1)成果展開事例 

・新型コロナウイルス感染拡大を受け、2020年 4月に JICAと共催で、「新型コロナウイルスによる製造

業グローバルサプライチェーンへの影響と展望」をテーマにウエビナーを開催し、タイを中心とした

日系企業に対し、洪水だけでなく、Area-BCMの枠組みの感染症対応への適用などについて情報発信を

した。 

・タイにおいて、2020年 11 月に行われた Thai Network for Disaster Resilience (TNDR)の 15大学と

の MoU調印式及びイベントにおいて、タイ側研究者を中心に、ブース出展、プレゼンテーションによ

るプロジェクトの PRを実施し、タイにおける災害レジリエンスの 15大学の関係者に対し、プロジェ

クトの周知を行った。 

・本プロジェクトのアウトプットの一つである国際標準化に向け、2021 年 2 月に、Area-BCM 国際標準

化に関する意見交換会をウエビナー形式にて開催し、日・タイ研究参加者以外の関係者との議論を開

始した。 

 

(2)社会実装に向けた取り組み 

  本プロジェクトで実装するツールキットの機能設計と物理設計を進めている。各 Item の研究成果生

成に必要な機能群とそれらの繋がりや関係性を明確化し、ツールキットが提供し得るデータや情報を整

理する。IEAT や個社、地方行政などの Area-BCM のステークホルダーから得た事業継続に係る機能要求
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とすり合わせることで、ツールキットが具備すべき機能とツールキット利用のインプットとアウトプッ

トの範囲を明確にする。 

 

Ⅴ．日本のプレゼンスの向上（公開） 

タイ・バンコクで開催した第３回 JCCを日タイの研究参加機関、タイ政府関係機関（DDPM、農業組合

省王室立灌漑局（RID）、タイ工業団地運営公社（IEAT）、国家経済開発庁（NESDB）等）及び研究成果実

装予定先であるロジャナ工業団地、バンワ工業団地、バンパイン工工業団地運営会社等出席のもと実施

し、本プロジェクトの進め方や各関係機関の役割について活発な議論を行った。出席者の中には、組織

の決定権限を持つ方も多く含まれ、タイ政府機関において、さらに当該プロジェクトによる日本の貢献

について理解を得た。 

 

Ⅵ．成果発表等【研究開始～現在の全期間】（公開） 

 

 

Ⅶ．投入実績【研究開始～現在の全期間】（非公開） 

 

 

Ⅷ．その他（非公開） 
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（Research Note）, Journal of Disaster Research, Vol.16 No.1 (Special Issue: 
COVID-19)pp.55-60，2021.

10.20965/j
dr.2021.p00
56

国際誌 発表済

論文数 13 件
うち国内誌 1 件
うち国際誌 12 件

公開すべきでない論文 0 件

③その他の著作物（相手国側研究チームとの共著）（総説、書籍など）

年度 著者名,タイトル,掲載誌名,巻数,号数,頁,年
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

著作物数 0 件
公開すべきでない著作物 0 件

④その他の著作物（上記③以外）（総説、書籍など）

年度 著者名,論文名,掲載誌名,出版年,巻数,号数,はじめ－おわりのページ
出版物の

種類

発表済
/in press

/acceptedの別
特記事項

2018
Hideyuki Kamimera, Research Activities for Water Disaster Resilience in Asia, 
Proceedings of International Seminar of NIT, Gifu College and Partner Universities, 
2019, pp. 1–2

予稿集 発表済

2018
Shakti P. C. and Hideyuki Kamimera, Flooding in Oda River Basin during Torrential 
Rainfall Event in July 2018, Online proceedings of THA 2019, 2019, TD438-1

予稿集 発表済

2018
Hideyuki Kamimera, Assessment of Satellite-based Rainfall Estimates over Japan, 
Online proceedings of THA 2019, 2019, TD439-1

予稿集 発表済

2020 川崎昭如、水害と都市、都市科学事典、6-4-9、2020 書籍（事典） 発表済

著作物数 4 件
公開すべきでない著作物 0 件

⑤研修コースや開発されたマニュアル等　

年度  研修コース概要（コース目的、対象、参加資格等）、研修実施数と修了者数
特記事項

2019

2018年度夏からチュラロンコン大学において開設された大学院のトレーニングコー
ス。災害とリスク管理に関する専門知識科目で構成され、2年で修了。SATREPS特
別講義を設定し、11月3日、11月5日、11月6日に15時間の講義を実施。参加者約
15名。

開発したテキスト・マニュアル類

BCP/BCM、BIA及びArea-BCMのケー
ススタディ並びに災害とリスク管理にお
けるシステムデザインマネジメントの適
用に係るテキスト。

https://doi.org/10.1111/jfr3.12606
https://doi.org/10.1111/jfr3.12606
https://doi.org/10.1111/jfr3.12606
https://doi.org/10.1111/jfr3.12606
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多くの日系企業が進出する産業集積地と地域社会へのArea-BCMツールキッ
トの導入と研修・演習の運用体制の確立、及び他地域への展開基盤の構築

地域社会の災害レジリエンス向上を通じたアジア地域の
持続的な社会・経済発展の実現

研究課題名 産業集積地におけるArea-BCMの構築を通じた地域
レジリエンスの強化

研究代表者名
（所属機関）

渡辺研司

（名古屋工業大学）

研究期間 H29採択（平成29年6月1日～令和5年3月31日）

相手国名／主
要相手国研究
機関

タイ王国/チュラーロンコン大学、内務省都市計画局、
内務省防災減災局（DDPM）、農業組合省王室灌漑
局（RID）、デジタル経済社会省タイ気象局（TMD）、

工業省（MOI）、工業団地公社（IEAT）

プロジェクト目標

上位目標

日本政府、社
会、産業への
貢献

東南アジアにおける生産・流通の中心拠点であるタイ
国の災害レジリエンス向上による持続的な発展は、そ
こに依存する我が国の産業活動強化の基盤となる

科学技術の発
展

自然災害リスクの評価手法と産業活動・地域社会に与
える具体的な影響の評価方法（BIA）を融合することで、
個別組織の事業継続計画（BCP）の限界を克服し、社
会科学的な視点に重点を置いた地域全域の事業継続
（Area-BCM）という新しい分野を構築する

知財の獲得、
国際標準化の
推進、生物資
源へのアクセ
ス等

ISO/TC２９２（Security & resilience）におけるArea 
BCMに関連する一連の国際規格の提案に貢献する

[参照ISO：22301（BCMS）、22317（BIA）、22320（緊急
事態管理：指揮命令）、22398（演習）、31000（リスクマ
ネジメント）]

世界で活躍で
きる日本人人
材の育成

新しい分野・手法開発への若手研究者の積極的な投
入により、中長期的にASEAN諸国におけるArea BCM
の普及推進を継続的に指導できる人材を育成する

技術及び人的
ネットワークの
構築

ASEANおよびAPEC等の国際レベルでの合意に基づく
専門家会議を設立し、国際的なネットワークの充実に
対して日本がリーダーシップを発揮する

成果物（提言
書、論文、プ
ログラム、マ
ニュアル、
データなど）

・Webベースの災害リスク評価・意思決定支援ツール

・タイ国を始めとするASEAN各国他から自国語で開
発・発行されるガイドライン、プログラム、マニュアル等

・一連の国際学会誌・学会を通じて発信される論文等

成果の波及効果

Area-BCMを導入する産業集積地と地域社会全体の災害レジリエンスの
継続的向上と国際標準化等を通じたASEAN諸国他への普及・展開

成果目標シート

Ver.200701

Are-BCM運用体制ビジネスインパクト
分析（BIA）

災害リスク解析
・評価

Area-BCMの
研修手法の
開発と研修
マニュアルの

作成

Area-BCM普及・展開

対象地域の水害リ
スク評価手法の

開発

個別ＢＣＭ
連携による
Ａｒｅａ－ＢＣＭ
設計概要
作成と

地域全体の
開発マニュア
ル作成

対象地域を
取り巻くハ
ザード予測
手法開発と
重要リスク
要素のモニ
タリング・評
価モデルの
開発

Area-BCM

策定・導入・
運用手法
開発と策定
マニュアル

ツールキット
の標準化と研
修手法の開
発および関係
者との共有

Web GISを
活用した

ツールキット
の機能要件
定義と開発

日系企業をモ
デルとした普
及策の検討と
普及計画
とりまとめ

研修・演習体系
のとりまとめ

研修・演習
ニーズの確認
とステークホル
ダーの特定

Area-BCM運用体制の確立・展開

対象エリア全体の
リスク評価手法及
びＢＩＡの可視化
手法の開発とツ
ルキットへの

反映

研修手法の
開発と教材・

マニュアルの作成

研修コースの
実施

対象地域内重要
インフラ被害・復
旧評価手法、事
業者間相互依存
性リスク評価
手法の開発

持続的研修
コース開設

Area-BCM

研修・演習
プログラムの
開発と実施

災害リス
クとの接
点の実態
調査・
可視化

地域社会の
実態調査

災害前後
の雇用・
生活変化
の調査・
分析

ステーク
ホルダー
の特定・
分析

他地域展
開のため
の追加調
査・分析

社会科学
的指標の
開発

研修教材・
マニュアルの
関係者との共有

70%

70%

70%

50%

50%

70%

70%
50%

50%

50%

50%

40%

10%

30%

50%


